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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定に基づき、書面交付
請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第75期定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

業務の適正を確保するための体制
及 び 運 用 状 況 の 概 要
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

第75期（2023年11月１日から2024年10月31日まで）
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
⑴ 当社及び子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
①　当社及び子会社は、法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるため「泉州電業グループ
行動規範」を制定する。
②　当社及び子会社は、「コンプライアンス規程」に従いコンプライアンスの徹底を図り、「コ
ンプライアンス委員会」においてコンプライアンス推進体制を構築する。
③　当社及び子会社のコンプライアンスの状況は、内部監査室が「コンプライアンス委員会」と
連携のうえ監査し、その結果を定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。
④　法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として、「企業倫理ヘル
プライン規程」に基づきホットライン（内部通報制度）を設置・運営する。
⑤　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、反社会的勢
力及び団体に対しては毅然とした態度で臨む。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」に従い文書又は電磁的媒体（以下、文書等
という。）に記録し、保存するとともに、取締役は、「文書管理規程」に基づき、常時これら
の文書等を閲覧できるものとする。

⑶ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社及び子会社は、「リスク管理規程」・「危機管理規程」に基づき、当社及び子会社のリ
スク管理を明確化し、「リスク管理委員会」においてリスク管理推進体制を構築する。
②　当社及び子会社のリスク管理の状況は、内部監査室が監査し、その結果を定期的に取締役会
及び監査等委員会に報告する。

⑷ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社の取締役会は、毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定
められた事項や経営に関する重要事項の決定及び業務執行状況を監督している。
②　会社業務執行に関する重要事項の審議・決定及び取締役会の事前審査機関として、役付取締
役全員で構成される経営会議を毎月１回開催している。
③　経営の意思決定機関及び業務執行の監督と業務執行機関を明確に分離するため、執行役員制
度を導入している。
④　当社及び子会社は、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、事業年度毎の予算を
策定して、その目標達成に向けた具体的計画を立案・実行する。
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業務の適正を確保するための体制

⑸ 財務報告の適正性を確保するための体制
金融商品取引法に基づき､財務報告の適正性を確保するため､当社及び子会社における財務報告
に係る内部統制の基本方針を制定し、同方針に従って内部統制に必要な体制を整備・運用し、
維持する。

⑹ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社に定期的な経営情報の報告を求め、効率的な
経営に必要な支援・指導を通して、当社及び子会社全体の経営効率の向上を図る。
②　当社取締役は子会社取締役を兼務することで、当社及び子会社の内部統制の確立に努める。
③　当社監査等委員会及び内部監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施し、当社及び子会社
の業務の適正を確保する体制を構築する。

⑺ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項並びに当該取締役及び使用人
の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該取締役及び使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
①　監査等委員会は、「監査等委員会規則」・「監査等委員会監査等基準」に従い、職務を補助
すべき取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する
体制を整備するように当該取締役に対して要請する。
②　当該取締役及び使用人は監査等委員会の指揮命令のもと職務を遂行する。
③　当該取締役及び使用人の人事異動・人事評価については、監査等委員会の同意を必要とす
る。

⑻ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役及び使用
人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制並びに
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
①　監査等委員である取締役は、取締役会及び経営会議その他の重要な会議へ出席し重要な報告
を受ける。
②　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役及び使
用人は、監査等委員会に対して、法令で定められた事項に加え、当社及び子会社の業務又は業
績に重大な影響を及ぼす事項等を、速やかに監査等委員会に報告する。
③　当社は、上記②の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行
うことを禁止する。
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業務の適正を確保するための体制

⑼ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の請求をしたとき
は、当該監査等委員の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又
は債務を処理する。

⑽ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員は代表取締役との間で定期的な会合を持ち、情報交換や業務執行状況を報告・検
討するなど代表取締役との相互認識を深めた体制を構築する。
②　監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人との情報交換、意見交換を行うなどの連携を密
にして、監査の実効性と効率を高めた体制を構築する。

⑾ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
　コンプライアンスについては、「コンプライアンス規程」を整備するとともに、全役職員へ
「泉州電業グループ行動規範」を配布するなどしてコンプライアンスの周知徹底を図っており
ます。また、「リスク管理規程」等の関連規程を整備し、リスク管理推進体制を構築しており
ます。
　取締役会は、社外取締役５名（うち３名は監査等委員である取締役）を含む取締役14名で
構成されております。当事業年度において取締役会を13回開催し、法令で定められた事項や
経営に関する重要事項の決定及び業務執行状況を監督しており、意思決定及び監督の実効性は
確保されております。
　監査等委員である取締役は当事業年度において監査等委員会を14回開催し、監査等委員会
において定めた監査計画に基づいた監査を実施しております。また、取締役会及び経営会議そ
の他の重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報
交換、意見交換等を行うことで、取締役の業務執行の監視、内部統制システムの整備、運用状
況を確認しております。
　内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部統制監査を実施しておりま
す。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年11月 1 日から
2024年10月31日まで )

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 2,575 2,757 48,574 △5,142 48,764
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,061 △1,061
剰余金の配当(中間配当) △1,139 △1,139
親会社株主に帰属する当期純利益 7,578 7,578
自 己 株 式 の 取 得 △1,365 △1,365
自 己 株 式 の 処 分 138 124 263
自 己 株 式 の 消 却 △2,386 2,386 －
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 190 △190 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △2,057 5,186 1,145 4,274
当 期 末 残 高 2,575 700 53,760 △3,997 53,038

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益

累計額合計
当 期 首 残 高 961 446 156 1,565 59 326 50,714
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,061
剰余金の配当(中間配当) △1,139
親会社株主に帰属する当期純利益 7,578
自 己 株 式 の 取 得 △1,365
自 己 株 式 の 処 分 263
自 己 株 式 の 消 却 －
利 益 剰 余 金 か ら
資本剰余金への振替 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 544 99 △36 606 △36 41 611

当 期 変 動 額 合 計 544 99 △36 606 △36 41 4,886
当 期 末 残 高 1,506 545 120 2,172 22 368 55,601

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

⑴　連結子会社の数 14社

連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

株式会社エステック
三光商事株式会社
エヌビーエス株式会社
アシ電機株式会社
太洋通信工業株式会社
株式会社北越電研
SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD.
SENSHU ELECTRIC PHILIPPINES CORPORATION
SENSHU ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD.
SENSHU ELECTRIC AMERICA,INC.
上海泉秀国際貿易有限公司
台湾泉秀有限公司
北越電研（上海）有限公司他１社

⑵　非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連 結 子 会 社 の う ち 、SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD. 、SENSHU ELECTRIC 
PHILIPPINES CORPORATION及びSENSHU ELECTRIC AMERICA,INC.の決算日は 7 月31日、上海泉秀
国際貿易有限公司、台湾泉秀有限公司及び北越電研（上海）有限公司の決算日は12月31日、SENSHU 
ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD.の決算日は 9 月30日であります。
　 連 結 計 算 書 類 の 作 成 に あ た っ て 、SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD.、SENSHU 
ELECTRIC PHILIPPINES CORPORATION 、SENSHU ELECTRIC VIETNAM CO.,LTD. 及 びSENSHU 
ELECTRIC AMERICA,INC.については、決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日ま
での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
　上海泉秀国際貿易有限公司、台湾泉秀有限公司及び北越電研（上海）有限公司については、連結決算日現
在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法
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連結注記表

②　棚卸資産
　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物………… 10～50年
機械装置及び運搬具……  3 ～17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）に基づいておりま
す。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
④　投資その他の資産

その他（投資不動産）
　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物…………15～47年
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を基準として計
上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
商品の販売

　当社グループは、主に電線・ケーブルの販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き
渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品が顧客に引き渡された時点、又は顧客が検収し
た時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか
ら、商品の引き渡し又は検収時点で収益を認識しております。なお、国内販売において、出荷時から当
該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して
おります。
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連結注記表

（単位：百万円）
当連結会計年度

当社の営業拠点の有形固定資産 17,289

⑸　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき
計上しております。
　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（ 5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株
主持分に含めて計上しております。

会計上の見積りに関する注記
当社の有形固定資産の減損

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の資産グループは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位である営業拠点単位でグ
ルーピングしております。営業拠点の有形固定資産については、営業損益の継続的な悪化や、主要な資
産である土地の市場価格の著しい下落等により減損の兆候の有無を把握しております。減損の兆候があ
る資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額がそれらの帳簿価額を下回る場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失として認識しております。
　減損損失の認識の判定に用いる割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる各営業拠点の翌
連結会計年度以降の営業損益の重要な仮定は、将来の売上高及び粗利益率であります。
　これらの仮定について、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況等により見直しが必要となった
場合、将来キャッシュ・フローや回収可能価額が減少し、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な
影響を与える可能性があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 7,014百万円
２．投資その他の資産の減価償却累計額

その他（投資不動産） 474百万円

（単位：株）
当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度

期末株式数
発行済株式

普通株式(注)1 21,000,000 － 1,500,000 19,500,000
合計 21,000,000 － 1,500,000 19,500,000

自己株式
普通株式(注)2､3 3,303,008 327,415 1,572,200 2,058,223

合計 3,303,008 327,415 1,572,200 2,058,223

連結貸借対照表に関する注記

連結損益計算書に関する注記
補助金収入

　補助金収入は、当社北陸支店開設に伴い金沢市より交付を受けた「企業立地助成金」であります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少1,500,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による
ものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加327,415株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ
る増加326,400株、譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加700株、単元未満株式の買取りによる増
加315株によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少1,572,200株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減
少1,500,000株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少17,400株、ストック・オプ
ションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少54,800株によるものであります。

２．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
なる株式の種類及び数

普通株式　　　31,200株
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決議 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年 1 月26日
定時株主総会 普通株式 1,061 60 2023年10月31日 2024年 1 月29日

2024年 6 月 4 日
取締役会 普通株式 1,139 65 2024年 4 月30日 2024年 7 月 2 日

計 2,201

①　配当金の総額 1,133百万円
②　１株当たり配当額 65円
③　基準日 2024年10月31日
④　効力発生日 2025年 1 月31日

３．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2025年 1 月30日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案しております。

配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、一時的な余資については安全性の高い金融資産で運用し、運転資金は自己資金又は銀行
借入及び社債により調達しております。
　受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に従ってリスクの軽減を図
っております。また、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価等の把握及び保有状況の継続的
な見直しを行っております。
　支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、社債は主に営業取引に係
る資金調達であり、その返済日は最長で決算日後３年であります。これらについては、手許流動性の維持な
どにより流動性リスクの軽減を図っております。
　なお、デリバティブ取引は行っておりません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴　有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 3,143 3,143 －

⑵　長期預金 3,000 3,000 －
⑶　社債 (42) (42) (△0)
⑷　リース債務 (176) (168) (△8)

２．金融商品の時価等に関する事項
　2024年10月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては、次のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額17百万円）は、「その他有価証
券」には含めておりません。また、預り保証金（連結貸借対照表計上額 202百万円）については、取引先
との取引終了や返済要請に応じて随時返済するものであるため、短期間で返済する場合と同様、時価は当該
帳簿価額によっているため、記載を省略しております。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形
及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（注）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券

株式 2,701 － － 2,701
債券（国債・地方債） － 98 － 98
債券（社債） － 77 － 77
その他 － 264 － 264

資産計 2,701 441 － 3,143

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期預金 － 3,000 － 3,000
資産計 － 3,000 － 3,000

社債 － 42 － 42
リース債務 － 168 － 168

負債計 － 211 － 211

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有している債券等は、市場
での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時
価に分類しております。

長期預金
　長期預金の時価については、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示され
た価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債
　当社グループの発行する社債（１年内償還予定を含む）の時価は、元利金の合計額と、当該社債の
残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。
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（単位：百万円）
報告セグメント
電線・ケーブル

一時点で移転される財又はサービス 136,110
一定の期間にわたり移転される財又はサービス 42
顧客との契約から生じる収益 136,153
その他の収益 －
外部顧客への売上高 136,153

１株当たり純資産額 3,165円42銭
１株当たり当期純利益 432円12銭

リース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「４．会計方針に関する事項」の
「⑷　重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計
年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

⑴　契約資産及び契約負債の残高等
　当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生していな
いため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当
連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中
に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１株当たり情報に関する注記
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重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得及び消却）

　当社は、2024年12月９日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議するとともに会社法
第178条の規定に基づき、自己株式の消却に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得及び消却を行う理由
株主還元の充実と資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため。

２．取得に係る事項の内容
⑴　取得対象株式の種類　　　　　当社普通株式
⑵　取得し得る株式の総数　　　　100,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.57％）
⑶　株式の取得価額の総額　　　　500百万円（上限）
⑷　取得期間　　　　　　　　　　2024年12月10日から2025年４月30日まで
⑸　取得方法　　　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

３．消却に係る事項の内容
⑴　消却する株式の種類　　　　　当社普通株式
⑵　消却する株式の総数　　　　　1,000,000株

（消却前の発行済株式総数に対する割合5.13％）
⑶　消却後の発行済株式総数　　　18,500,000株
⑷　消却予定日　　　　　　　　　2024年12月16日

（新株予約権の発行）
　当社は、2024年12月９日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に
基づき、当社の従業員に対し、ストック・オプションとして下記のとおり新株予約権を発行することを決議い
たしました。

１．ストック・オプションとして新株予約権を発行する理由
　中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、
当社の結束力をさらに高めることを目的として、当社の従業員に対して、無償にて新株予約権を発行する
ものであります。
　なお、本新株予約権が行使された際には、優先的に自己株式を充当する予定であります。
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調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

２．新株予約権の発行要項
⑴　新株予約権の数

375個
　なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式
37,500株とし、下記⑶ ①により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株
式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。

⑵　新株予約権と引換えに払い込む金銭
本新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。

⑶　新株予約権の内容
①　新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株
式100株とする。
　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含
む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かか
る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数につ
いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その
他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与
株式数の調整を行うことができるものとする。

②　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法
　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株あたりの払込金額
（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。
　行使価額は、本新株予約権を割り当てる日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除
く。）における東京証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満
の端数は切り上げ）とする。ただし、その価額が本新株予約権の割当日の終値（取引が成立していな
い場合はそれに先立つ直近取引日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。
　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使
価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
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既 発 行
株 式 数 ＋

新 規 発 行
株 式 数 × １ 株 あ た り

払 込 金 額
調 整 後
行 使 価 額 ＝ 調 整 前

行 使 価 額 × 新規発行前の１株あたりの時価
既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または
自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分または合併、
会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式
により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普
通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場
合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株式交
付を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的
な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

③　新株予約権を行使することができる期間
　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2026年12月10
日から2034年12月９日（但し、最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）までとす
る。

④　増加する資本金及び資本準備金に関する事項
ａ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の
端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

ｂ．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ａ．記載
の資本金等増加限度額から、上記ａ．に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑤　譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑥　新株予約権の行使の条件
ａ．新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由がある
と取締役会が認めた場合は、この限りではない。

ｂ．新株予約権者は、上記⑶ ③に定められた行使期間の期間中、各年の２月、３月、５月、６月、８
月、９月、11月、12月の10日及び 20日(但し、当社の休日にあたるときは、その前営業日)にの
み、本新株予約権の行使を行うことができる。
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ｃ．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
ｄ．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過

することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
ｅ．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑷　新株予約権の割当日
2024年12月24日

⑸　新株予約権の取得に関する事項
①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総
会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役
会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記⑶ ⑥に定める規定により本新株予約権の行使ができなく
なった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該新株
予約権を無償で取得することができる。

⑹　組織再編行為の際の新株予約権の取扱い
　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力
発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲
げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付す
ることとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契
約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場
合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記⑶ ①に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の
うえ、上記⑶ ②で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記⑹ ③に従って決
定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間
　上記⑶ ③に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記
⑶ ③に定める行使期間の末日までとする。
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⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
上記⑶ ④に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす
る。

⑧　その他新株予約権の行使の条件
上記⑶ ⑥に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由及び条件
上記⑸に準じて決定する。

⑩　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
⑺　新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。
⑻　申込期日

2024年12月20日
⑼　新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社従業員　　75名　　　375個

－ 17 －



2024/12/24 16:16:46 / 24156512_泉州電業株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

(2023年11月 1 日から
2024年10月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計資　本

準備金
その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計別　途

積立金
繰　越
利　益
剰余金

当 期 首 残 高 2,575 700 2,057 2,757 166 40,519 5,444 46,129 △5,142 46,319

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 3,334 △3,334 － －

剰 余 金 の 配 当 △1,061 △1,061 △1,061

剰 余 金 の 配 当 ( 中 間 配 当 ) △1,139 △1,139 △1,139

当 期 純 利 益 7,457 7,457 7,457

自 己 株 式 の 取 得 △1,365 △1,365

自 己 株 式 の 処 分 138 138 124 263

自 己 株 式 の 消 却 △2,386 △2,386 2,386 －

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 190 190 △190 △190 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △2,057 △2,057 － 3,334 1,731 5,065 1,145 4,153

当 期 末 残 高 2,575 700 － 700 166 43,853 7,175 51,195 △3,997 50,473

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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評価・換算差額等
新　株
予約権

純資産
合　計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 945 945 59 47,325

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △1,061

剰 余 金 の 配 当 ( 中 間 配 当 ) △1,139

当 期 純 利 益 7,457

自 己 株 式 の 取 得 △1,365

自 己 株 式 の 処 分 263

自 己 株 式 の 消 却 －

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 544 544 △36 507

当 期 変 動 額 合 計 544 544 △36 4,661

当 期 末 残 高 1,490 1,490 22 51,986
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
⑵　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……………時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………………移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品……………………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物………………… 10～50年
機械及び装置……… 10～17年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（ 5 年）に基づいております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
⑷　投資その他の資産

その他（投資不動産）
　定率法によっております。
　ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年 4 月 1 日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物……………15～47年
４．引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を基準として計上して
おります。
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（単位：百万円）
当事業年度

当社の営業拠点の有形固定資産 17,289

⑶　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

ａ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ｂ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 5 
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

５．収益及び費用の計上基準
商品の販売

　当社は、主に電線・ケーブルの販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義
務を負っております。当該履行義務は、商品が顧客に引き渡された時点、又は顧客が検収した時点におい
て、顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引き
渡し又は検収時点で収益を認識しております。なお、国内販売において、出荷時から当該商品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と
異なっております。

⑵　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

会計上の見積りに関する注記
当社の有形固定資産の減損

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表「会計上の見積りに関する注記」の２．に記載した内容と同一であります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 6,529百万円
２．投資その他の資産の減価償却累計額

その他（投資不動産） 474百万円
３．保証債務

次の関係会社の仕入債務に対し、債務保証を行っております。
SENSHU ELECTRIC INTERNATIONAL CO.,LTD. 4百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 460百万円
短期金銭債務 62百万円

売上高 670百万円
仕入高 594百万円
有償支給高 50百万円

営業取引以外の取引高 256百万円

（単位：株）
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

自己株式
普通株式（注） 3,303,008 327,415 1,572,200 2,058,223

合計 3,303,008 327,415 1,572,200 2,058,223

貸借対照表に関する注記

損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高

２．補助金収入
　連結注記表「連結損益計算書に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加327,415株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによ
る増加326,400株、譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加700株、単元未満株式の買取りによる増
加315株によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,572,200株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減
少1,500,000株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少17,400株、ストック・オプ
ションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少54,800株によるものであります。
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繰延税金資産
貸倒引当金 106百万円
賞与引当金 232百万円
投資有価証券評価損及び関係会社株式評価損 194百万円
未払事業税 56百万円
退職給付引当金 696百万円
ゴルフ会員権評価損 16百万円
減損損失 37百万円
その他 351百万円
評価性引当額 △428百万円

繰延税金資産合計 1,263百万円
繰延税金負債

土地再評価差額金 △91百万円
その他有価証券評価差額金 △521百万円

繰延税金負債合計 △613百万円
繰延税金資産の純額 650万円

種 類 会 社 等 の
名 称 又 は 氏 名 所 在 地

資本金又は
出 資 金

（ 百 万 円 ）
事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等の所有
（被所有）割合

(％)
関連当事者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

役員 西村　元秀 － －
当社
代表取締役
社長

（被所有）
直接　9.13 －

金銭報酬債権の
現物出資に伴う
自己株式の処分
(注)１

15 － －

役員 田原　隆男 － － 当社取締役
副社長

（被所有）
直接　0.24 －

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)２

12
( 4千株) － －

役員 吉田　篤弘 － － 当社
専務取締役

（被所有）
直接　0.14 －

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)２

12
( 4千株) － －

役員 西村　元一 － － 当社
専務取締役

（被所有）
直接　1.62 －

ストック・オプ
ションの権利行
使(注)２

12
( 4千株) － －

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

関連当事者との取引に関する注記
役員及び主要株主等

（注）１．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。
２．2022年 3 月25日開催の取締役会の決議に基づき付与されたストック・オプションの当事業年度

における権利行使を記載しております。

－ 23 －
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個別注記表

１株当たり純資産額 2,979円28銭
１株当たり当期純利益 425円23銭

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に
同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得及び消却）

　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（新株予約権の発行）
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

－ 24 －


